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日系企業の海外における公的年金保険料負担額の推計
―イタリアの日系企業の場合―
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An Estimation of Public Pension Premiums Japanese Companies Pay 
Abroad: The Case of Japanese Companies in Italy
Hiroshi MIFUNE
The overseas operating company must obey the social insurance system of the partner 
country and pay the social insurance premium. In other words, the dispatched employee 
must join both Japanese social insurance system and the other country’s social insurance sys-
tem. The both sides of the employee and the company are to bear the payment of the social 
premium institutionally, but, in the case of a dispatched employee, the company pays the total 
amount. 
In this paper I estimated how much Japanese companies in Italy (as of October 2016, 278 
companies)…bore the total of Italian public contribution of public pension insurance. As a re-
sult, the total amount of the public contribution of public pension insurance that Japanese 
companies in Italy paid in 2016 was estimated at approximately 2,750 million yen. If the social 
security agreement between Japan and Italy is concluded, the double entry of the dispatched 
employee to the social insurance systems is evaded. Then the burden for this amount of mon-
ey is reduced. In fact, Japan moved for the conclusion in the social security agreement with It-
aly, and finished the signature (on February 2009), but it does not go into effect now. The ear-
ly conclusion of the agreement is expected.
Key…Words：…公的年金保険料，イタリアの日系企業，社会保険制度の二重加入，社会保
障協定
は じ め に
企業が海外に進出する場合，企業にとってさまざまな費用負担が増大するが，その中で
も重要なものの 1 つが社会保険料負担である。
通常，企業の海外進出の形態は大きく 2 通りに分けられる。企業が海外に子会社を設立
するケース（現地法人）と海外に支店や駐在員事務所を設立するケースである。また，派
遣される従業員の海外派遣の形態についても 2 通りある。国内法人に籍を置いたまま海外
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に出向するケース（在籍出向）と国内法人から従業員の身分を抜いて現地法人に移るケー
ス（移籍出向または転籍）である。
転籍の場合には，賃金はすべて現地法人から支払われるが，海外子会社や駐在員事務所
に在籍出向する場合には，賃金の一部または全部が出向元の国内法人から支払われる。
日本企業の従業員が海外勤務する場合を考えると，転籍の場合には当該従業員は日本に
おける社会保険の被保険者資格を失うため，必要な手続きを経て相手国の社会保険に加入
しなければならない。一方，在籍出向の場合には，国内法人との雇用関係が維持されてい
るため日本の社会保険の被保険者資格は維持される。しかしその反面，現地法人に在籍出
向し，現地法人から給与を支給される従業員は，日本の社会保険と現地の社会保険の両方
に加入しなければならない。これが「社会保険の二重加入」の問題である。転籍の形態で
従業員を海外派遣すると，海外赴任期間中の従業員の社会保険料負担はなくなるが，たと
えば老齢年金について，保険料納付期間がその期間だけ短くなるために老後の年金給付額
が減額される。そのため，従業員を転籍の形態で海外赴任させる企業は少ない1）。このこ
とが社会保険の二重加入の背景にある。
しからば，企業の海外進出の活発化に伴って生じる社会保険料の二重負担の規模はどの
くらいであろうか。本稿は，このような問題意識の下，イタリアの日系企業について，年
金保険料の負担額を具体的に推計しようという試みである。
議論は以下の順序で行う。まずⅠでは，イタリアの在留邦人数とイタリアに進出してい
る日系企業数を確認する。Ⅱでは，イタリアの日系企業について，産業別・年代別・男女
別派遣従業員数の推計を行った後に，産業中分類に基づいた業種別・年代別・男女別派遣
従業員数の推計を行う。そしてⅢでは，イタリアの日系企業の公的年金保険料負担額の推
計を行う。最後に，推計作業の振り返りと推計結果の検討を行い，むすびとする。
Ⅰ　イタリアに進出している日系企業の実態
1．イタリアの在留邦人数
外務省「海外在留邦人数調査統計（平成 29 年要約版）」によれば，2016 年 10 月 1 日現
在におけるイタリアの在留邦人数は 13,808 人である（表 1 を参照）。この 13,808 人の内訳
は永住者が 4,651 人，長期滞在者が 9,157 人である。
はじめに，表 1 で用いられている用語の定義を確認しておく2）。
1）　この点については，東良（2012）を参照せよ。
2）　以下の説明は，外務省領事局政策課「海外在留邦人数調査統計（平成 29 年要約版）」の「用
語の解説」（6 ～ 11 ページ）に負う。
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「在留邦人」とは，海外（本稿の場合にはイタリア）に 3 か月以上在留している日本国
籍を有する者を指す。在留邦人は「永住者」と「長期滞在者」の 2 つに分けられる。「永
住者」とは，（原則として）当該在留国等より永住権を認められており，生活の本拠をわ
が国から海外へ移した邦人を指す。一方「長期滞在者」とは，3 か月以上の海外在留者の
うち，海外での生活は一時的なもので，いずれわが国に戻るつもりの邦人を指す。
「本人」とは，「在留届の筆頭者」を指す（住民票でいう「世帯主」に相当する）。ま
た，「同居家族」とは，「在留届の『同居家族』欄に記載されている者」を指す。
「民間企業関係者」とは，以下の者を指す。
（ア）商社，銀行，証券，保険，製造業，運輸（船舶，航空），土木，建設，広告，宣
伝，水産，鉱業，林業，旅行斡旋，倉庫，不動産，その他の営利企業およびその関
連団体の職員（現地採用職員を含む。以下同じ）
（イ）経済団体（NGO，NPO 等を含む）の職員
（ウ）外国企業（本邦における支社や現地法人の有無を問わない）の職員
表 1　イタリア…の在留邦人数（2016 年 10 月 1 日現在）
（1）在留タイプ別… （単位：人）　
在留
タイプ
総数（a）
（=b+c）
（=a1+a2）
男性（a1）
（=b1+c1）
女性（a2）
（=b2+c2）
本人（b）
（=b1+b2）
男性（b1）女性（b2）
同居家族
（c）
（=c1+c2）
男性（c1）女性（c2）
永住者 4,651… 1,344… 3,307… 2,482… 207… 2,275… 2,169… 1,137… 1,032…
長期滞在者 9,157… 3,581… 5,576… 6,170… 2,456… 3,714… 2,987… 1,125… 1,862…
　民間企業関係者 2,262… 1,180… 1,084… 1,268… 872… 396… 996… 308… 688…
　報道関係者 25… 13… 12… 17… 9… 8… 8… 4… 4…
　自由業関係者 1,791… 762… 1,029… 1,145… 527… 618… 646… 235… 411…
　留学生・研究者・教師 2,776… 949… 1,827… 2,362… 806… 1,556… 414… 143… 271…
　政府関係職員 241… 117… 124… 121… 73… 48… 120… 44… 76…
　その他 2,062… 278… 1,194… 1,257… 169… 1,088… 215… 109… 106…
在留邦人全体 13,808… 4,925… 8,883… 8,652… 2,663… 5,989… 5,156… 2,262… 2,894…
（2）年代別… （単位：人）　
年代 総数 男性人数 女性人数
60 歳以上 1,258… 415… 843…
50 歳代 1,701… 456… 1,245…
40 歳代 3,608… 833… 2,775…
30 歳代 2,582… 879… 1,703…
20 歳代 1,215… 548… 667…
20 歳未満 3,444… 1,794… 1,650…
在留邦人全体 13,808… 4,925… 8,883…
　出所）　外務省領事局政策課「海外在留邦人数調査統計（平成 29 年要約版）」。
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「報道関係者」とは，以下の者を指す。
（ア）新聞，雑誌，放送，通信社など報道機関の特派員
（イ）上記報道機関の現地採用職員
「自由業関係者」とは，以下の者を指す。
（ア）僧侶，宣教師
（イ）文芸家，著述家（上記「報道関係者」に含まれる者は除く。）
（ウ）弁護士，会計士
（エ）碁，将棋，茶道，華道，日本舞踊，琴，尺八，三味線，柔道，空手，合気道師範
等
（オ）芸術家，芸能家（音楽家，美術家，写真家を含む。）
（カ）建築家
（キ）医師，獣医師（開業または病院等に雇用されている者。）
（ク）服装，デザイン関係者
（ケ）理容師，美容師，看護師，鍼灸師，コック，ひな鑑別師，大工，庭師，漁師，
ファッションモデル，その他の特殊技能者
（コ）自営業
（サ）その他の自由業
「留学生・研究者・教師」とは，以下の者を指す。
（ア）公費および私費の留学生
（イ）大学，研究所その他の教育，研究機関において教育または研究に従事している者
（ウ）日本語などの教師（日本人学校等の在外教育施設に政府より派遣されている者は
下記「政府関係機関職員」に分類。）
「政府関係機関職員」とは，以下の者を指す。
（ア）在外公館の職員（派遣職員，家事補助員および現地採用職員を含む。以下同じ。）
（イ）日本銀行および独立行政法人（国際協力機構（JICA），国際交流基金（JF），日本
貿易振興機構（JETRO）等）等の職員
（ウ）日本商工会議所を始めとする公共性の高い組織の職員（公用旅券所持者・一般旅
券所持者の別を問わず。）
（エ）地方自治体等の海外事務所の職員（公用旅券所持者・一般旅券所持者の別を問わ
ず。）
（オ）技術協力のための政府派遣専門家，技術者および協力隊員
（カ）国連，その他の国際機関（経済協力開発機構（OECD），国連教育科学文化機関
（UNESCO），国際労働機関（ILO），世界銀行（WB），国際通貨基金（IMF），世界
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保健機関（WHO），世界貿易機関（WTO）等）の職員
（キ）日本人学校等の在外教育施設に派遣教員として政府より派遣されている者
（ク）その他公用旅券所持者で派遣および滞在の経費の全部又は一部が公費でありかつ
派遣機関の用務に従事する者（在留資格が主として留学あるいは研究の場合は上記
「留学生・研究者・教師」に分類。）
「その他」とは，以下の者を指す。
（ア）ホテルボーイ，ハウスメイド，給仕，掃除婦，その他単純労働者
（イ）外国政府職員（技術協力のため，わが国政府より外国政府に派遣されている者は
「政府関係機関職員」に分類。）
（ウ）ワーキング・ホリデー制度による滞在者
（エ）無職，フリーター
（オ）その他上記いずれの分類にも属さない者または分類不可能若しくは不明の者
さて，在留邦人数 13,808 人のうち，永住者は 4,651 人（33.7％），長期滞在者は 9,157 人
（66.3％）である。在留邦人数は前年（2015 年）に比べて 509 人（3.8%）増加している
が，永住者は 152 人（3.4％），長期滞在者は 357 人（4.1％）増加している（これらの数値
は表 1 には示していない）。
長期滞在者の中では民間企業関係者が約 4 分の 1 を占め，留学生・研究者・教師が約 3
割，自由業関係者が 2 割弱の割合となっている。本稿が対象とするのは民間企業関係者
（2,262 人）のうちの「本人」であり，その人数は 1,268 人である。その男女別内訳は男性
が 872 人，女性が 396 人となっている。われわれは，この人数にさらに「報道関係者」の
「本人」17 人（男性 9 人，女性 8 人）を加えた合計 1,285 人を分析の対象とすることにし
たい。
在留邦人の年齢別人数を見ると（表 1－（2）），40 歳代が最も多く（全体の 26.1％），次
いで 20 歳未満（24.9％），30 歳代（18.7％）の順になっていることがわかる。
2．イタリアの日系企業数
はじめに，本稿における「日系企業」およびそれに関連する用語の意味を確認してお
く。
「日系企業」とは，本邦企業（または日本人）が出資している海外の企業を指す。日系
企業は，大きく「本邦企業」と「現地法人企業」の 2 つに分けられる。
本邦企業とは現地法人化されていない日系企業であり，日本国内に登記されている（本
社がある）企業を指す。本邦企業の形態には，支店，駐在員事務所，出張所等がある。
一方，現地法人企業とは，本邦企業（または日本人）が海外に設立した現地法人を指
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す。現地法人企業は，さらに「本邦企業が海外に設立した現地法人」と「日本人が海外に
渡って興した企業」の 2 つに区分される。
本邦企業が海外に設立した現地法人は，「本邦企業が 100％出資した現地法人」と「本
邦企業が外国企業との共同出資で設立した現地法人（合弁企業）」の 2 つを指す。なお，
本邦企業が 100％出資した現地法人の形態には，本店，支店，駐在員事務所，出張所等が
ある。
「日本人が海外に渡って興した企業」とは，日本人が，本邦企業とは関係なく，海外に
渡って興した企業を指す。
上記の定義を満たす日系企業はイタリアに何社あるのだろうか。実は，イタリアの日系
企業数を示す統計は 2 種類存在する。
1 つは，外務省「海外在留邦人数調査統計」，もう 1 つは『週刊東洋経済　臨時増刊　
海外進出企業総覧』である。ここでは前者を「外務省データ」，後者を「東洋経済データ」
と呼んでおく。2016 年 10 月現在のイタリアの日系企業数について，外務省データを表 2
に，東洋経済データを表 3 に示す。
2 つの表には，それぞれ進出形態別企業数と産業別企業数が記載されているが，両表を
比較して直ちに気付くように，各項目の数値がほとんどすべて異なっているばかりか，乖
離の程度が著しい。どちらのデータを利用すべきか。本稿では，①外務省データでは個別
企業名がわからないため東洋経済データとの突き合わせができない，②個別企業名を特定
化したうえで企業数を集計した合計数が東洋経済データの方が多い，という理由で，両方
のデータを併用せず，東洋経済データ（つまり表 3 のデータ）のみを用いて分析を行うこ
ととする。
表 3－（1）によれば，2016 年 10 月現在，イタリアに進出している日系企業数は 278 社
である。日系企業のイタリアへの進出形態では，現地法人企業が圧倒的に多いことがわか
る（全体の 89.6％）。
一方，表 3－（2）で産業別進出企業数を見ると，製造業と卸売業，小売業の数が多く，
これらの産業に分類される企業数は，進出企業全体の 8 割以上を占めている。
以上から，2016 年現在，イタリアの日系企業数は 278 社であること，これらの日系企
業に派遣されている日本人従業員（民間企業と報道関係）の数は 1,285 人であることがわ
かった。
次に，われわれは，各企業で何人の日本人従業員が働いているかを把握しなければなら
ない。そのための参考になるのが，既述の『週刊東洋経済　臨時増刊　海外進出企業総
覧』の「国別編」および「会社別編」である。同書に掲載されているのは，国内 6,572 社
に対して実施したアンケート調査の結果をまとめたデータであり，海外進出している日本
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表 2　イタリアに進出している日系企業数（2016 年）【1】
（1）進出形態別企業数… （単位：社，％）　
進出形態
2016 年
企業数 割合
本邦企業 55… 20.0…
　　支店 22… 8.0…
　　駐在員事務所，出張所等 33… 12.0…
現地法人企業 217… 78.9…
　　本店 122… 44.4…
　　支店，駐在員事務所，出張所等 56… 20.4…
　　合弁企業 28… 10.2…
　　日本人が海外で興した企業 11… 4.0…
区分不明 3… 1.1…
合計 275… 100.0…
（2）産業別企業数… （単位：社，％）　
産　　業
2016 年
企業数 割合
農業，林業 0.0…
漁業 0.0…
鉱業，採石業 0.0…
建設業 4… 1.5…
製造業 83… 30.2…
電気・ガス・熱供給・水道業 0.0…
情報通信業 14… 5.1…
運輸業，郵便業 17… 6.2…
卸売業，小売業 87… 31.6…
金融業，保険業 8… 2.9…
不動産業，物品賃貸業 1… 0.4…
学術研究，専門・技術サービス業 3… 1.1…
宿泊業，飲食サービス業 3… 1.1…
生活関連サービス業，娯楽業 0.0…
教育，学習支援業 0.0…
医療，福祉 1… 0.4…
複合サービス事業 11… 4.0…
サービス業（他に分類されないもの） 28… 10.2…
公務（他に分類されるものを除く） 1… 0.4…
分類不能の産業 2… 0.7…
区分不明… 12… 4.4…
合計 275… 100.0…
　出所）　外務省領事局政策課「海外在留邦人数調査統計」（平成 29 年要
約版）。
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企業 4,900 社，現地法人 29,900 社，支店や事務所 3,150 拠点のデータが掲載されており，
これらのデータは毎年更新されている。同書の「国別編」2017 年版のイタリアの欄に載っ
ている現地法人企業数は 249 社，本邦企業の支店・駐在員事務所数は 29 か所である（調
査は 2016 年 10 月現在で行われたもの）3）。
同書に記載がある現地法人にせよ，支店・駐在員事務所にせよ，従業員数や派遣従業員
数が明記されていない企業の数が非常に多い。個別データがないと，企業別の派遣従業員
数は把握できない。そこで，企業別の派遣従業員数を推計する方法を考えなければならな
い。その方法を次に述べよう。
3）　正確には『週刊東洋経済　臨時増刊　海外進出企業総覧　2017』の「国別編」に記載されて
いるイタリアの現地法人数は 248 社であるが，「海外進出企業データ・テキスト版 2017 年版」
（CD-ROM）では 249 社となっていて 1 社多い。ここでは後者のデータを使用する。
（1）進出形態別企業数… （単位：社，％）　
進出形態 企業数 割合
本邦企業 29… 10.4…
現地法人企業 249… 89.6…
合計 278… 100.0…
（2）産業別企業数… （単位：社，％）　
産　　業 本邦企業数 現地法人企業数 合計 割合
鉱業，採石業 2 2 0.7…
建設業 1 2 3 1.1…
製造業 11 85 96 34.5…
情報通信業 1 6 7 2.5…
運輸業，郵便業 3 4 7 2.5…
卸売業，小売業 6 132 138 49.6…
金融業，保険業 4 3 7 2.5…
不動産業，物品賃貸業 2 2 0.7…
学術研究，専門・技術サービス業 1 2 3 1.1…
生活関連サービス業，娯楽業 1 4 5 1.8…
サービス業（他に分類されないもの） 1 7 8 2.9…
合計 29… 249… 278 100.0…
　注 1…）　「本邦企業」には，支店，駐在員事務所，出張所等を含む。
　注 2…）　「現地法人企業」には，本店，支店，駐在員事務所，出張所等，合弁企業，日本人が海外で興し
た企業を含む。
　出所）　東洋経済新報社データベース営業部「海外進出企業データ・テキスト版」（2017 年版）。
表 3　イタリアに進出している日系企業数（2016 年）【2】
企業研究　第33号.indb   64 2018/08/20   11:11:35
日系企業の海外における公的年金保険料負担額の推計…（御船）　65
Ⅱ　イタリアの日系企業への派遣従業員数の推計
1．産業別・年代別・男女別派遣従業員数の推計
イタリアの日系企業に派遣されている日本人従業員数を産業別・年代別・男女別に推計
するにあたり，われわれは以下のような仮定を置く。すなわち，
仮定 1：民間企業派遣従業員の中に 60 歳以上と 20 歳未満の年代の人はいない。
民間企業の定年年齢を 60 歳と考えると，60 歳以上の高齢の海外派遣従業員（本人）は
ほとんどいないとみなしても差し支えないのではないかと思われる。一方，20 歳未満の
在留邦人は，ほとんどが海外派遣社員の家族か留学生であって，派遣従業員本人であるこ
とはまずないであろう。この仮定の下，われわれは，20 歳代以上 60 歳代未満の在留邦人
数をベースにして推計作業を進めることになる。要するに，民間企業関係者本人（報道関
係者本人も含む）の総数 1,285 人は，全員 20 歳代から 50 歳代の人たちであるとみなすの
である。
次に，民間企業関係者本人の総数 1,285 人が年代別にどのように分布しているかを男女
別に推計する。ここでも次の仮定を置いて計算する。すなわち，
仮定 2：…民間企業関係者本人（報道関係者本人も含む）（男女別）の年代別分布は，在留
邦人（男女別）の（20 歳代から 50 歳代までの）分布と同一である。
表 1－（2）より，男性の在留邦人の 20 歳代から 50 歳代までの人数の合計は 2,716 人で
ある。この合計人数に占める各年代の人たちの割合を計算すると，それぞれ，20 歳代が
20.2％，30 歳代が 32.4％，40 歳代が 30.7％，50 歳代が 16.8％となる（四捨五入の関係で
合計が 100％にならない）。この割合を男性の民間企業関係者本人（報道関係者本人も含
む）の人数である 881 人に当てはめて計算すると，男性の民間企業関係者本人の各年代の
人数は，20 歳代が 178 人，30 歳代が 285 人，40 歳代が 270 人，50 歳代が 148 人となる。
同様に，女性の在留邦人の 20 歳代から 50 歳代までの人数の合計は 6,390 人である。こ
の合計人数に占める各年代の人たちの割合を計算すると，それぞれ，20 歳代が 10.4％，
30 歳代が 26.7％，40 歳代が 43.4％，50 歳代が 19.5％となる。この割合を女子の民間企業
関係者本人の人数である 404 人に当てはめて計算すると，女性の民間企業関係者本人の各
年代の人数は，20 歳代が 42 人，30 歳代が 108 人，40 歳代が 175 人，50 歳代が 79 人とな
る。
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最後に，民間企業関係者本人（報道関係者本人も含む）がどの産業の企業の従業員かを
推定する。イタリアに進出している日系企業 278 社の産業別企業数は，表 3－（2）の通り
である。これを見ると，卸売業，小売業が最も多く（138 社，49.6％），次いで製造業（96
社，34.5％），となっていて，この 2 つの産業で全体の 8 割以上を占めている。
先にわれわれは，民間企業関係者本人（報道関係者本人も含む）の年代別人数を推計し
たが，ここでは，さらに進んで，各年代の人たちがどの産業の企業で何人働いているかを
推計しよう。ここでも，次のような仮定を置く。すなわち，
仮定 3：産業別企業数の分布と，産業別派遣従業員数の分布は同じである。
以上の仮定の下で計算した結果をまとめると，表 4 が得られる。この表に記載されてい
る計数のうち，確定値は各産業の企業数と派遣従業員の男性の人数（881 人）と女性の人
数（404 人）と合計人数（1,285 人）だけであり，他の数値はすべて，上記１から 3 まで
の仮定を置いたうえで算出した推計値である。
2．産業中分類による業種別・年代別・男女別派遣従業員数の推計
日本標準産業分類によれば，表 4 の産業の分類は「大分類」に該当する。大分類の下に
は「中分類」の産業があり，さらにその下に「小分類」の産業がある。ここでは，中分類
の産業における派遣従業員数の推計を行う。
表 4　産業別・年代別・男女別派遣従業員数（2016 年）
… （単位：社，人）　
産　　業 企業数
20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代
男性計 女性計 合計
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
鉱業，採石業 2 1 0 2 1 2 1 1 1 6 3 9
建設業 3 2 0 3 1 3 2 2 1 10 4 14
製造業 96 62 15 99 37 93 61 51 27 305 140 445
情報通信業 7 4 1 7 3 7 4 4 2 22 10 32
運輸業，郵便業 7 4 1 7 3 7 4 4 2 22 10 32
卸売業・小売業 138 90 22 142 53 133 88 72 39 437 202 639
金融業・保険業 7 4 1 7 3 7 4 4 2 22 10 32
不動産業，物品賃貸業 2 1 0 2 1 2 1 1 1 6 3 9
生活関連サービス業，娯楽業 3 2 0 3 1 3 2 2 1 10 4 14
学術研究，専門・技術サービス業 5 3 1 5 2 5 3 3 1 16 7 23
サービス業（他に分類されないもの） 8 5 1 8 3 8 5 4 2 25 11 36
…合………計 278 178 42 285 108 270 175 148 79 881 404 1,285
　出所）　外務省領事局政策課「海外在留邦人数調査統計（平成 29 年要約版）」，東洋経済新報社データベース営業部「海外進出企業
データ・テキスト版」（2017 年版）のデータを用いて筆者作成。
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推計の方法は，先に産業大分類ごとに従業員数を推計した方法と同じである。すなわ
ち，上記の仮定 3 により派遣従業員数の分布は産業中分類に属する企業数の分布と同じと
みなす。
まず産業中分類の製造業の属する業種について，年代別・男女別派遣従業員数を求めよ
う。製造業全体の年代別・男女別派遣従業員数はすでに推計してあるので（表 4 参照），
その人数を今度は製造業内の各業種に属する企業数の割合で按分して派遣従業員数を求め
るのである。その計算結果をまとめたものが表 5 である。
以上と同様なやり方で卸売業，小売業の各業種の派遣従業員数も推計した。卸売業，小
売業の企業数は 138 社（現地法人 132 社，本邦企業社 6 社）であり，各業種に属する企業
の分布に応じて派遣従業員数を按分すると，表 6 のような結果が得られる。
イタリアの日系企業のうち，製造業と卸売業，小売業以外の 9 つの産業について，以上
と同様なやり方で派遣従業員数を推計したものが表 7 に示されている。
以上で，イタリアにおける産業別・年代別・男女別の派遣従業員数が推定できたので，
次のステップに移る。それは，産業別・年代別・男女別の賃金を推計することである。
表 5　製造業の業種別・年代別・男女別派遣従業員数（2016 年）
… （単位：社，人）　
業　種 企業数
20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代
男性計 女性計 合　計
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
食料品 1 1 0 1 0 1 1 1 0 4 1 5
繊維・衣服 5 3 1 5 2 5 3 3 1 16 7 23
化学 10 6 2 10 4 10 6 5 3 31 15 46
医薬品 2 1 0 2 1 2 1 1 1 6 3 9
ゴム製品 1 1 0 1 0 1 1 1 0 4 1 5
ガラス・土石 5 3 1 5 2 5 3 3 1 16 7 23
金属製品 1 1 0 1 0 1 1 1 0 4 1 5
機械 26 16 4 28 10 24 17 13 8 81 39 120
電気機器 14 9 2 14 5 14 9 7 4 44 20 64
輸送機器 17 11 3 18 7 16 11 8 5 53 26 79
精密機器 7 5 1 7 3 7 4 4 2 23 10 33
他製造業 7 5 1 7 3 7 4 4 2 23 10 33
合　計 96 62 15 99 37 93 61 51 27 305 140 445
　出所）　表 4 と同じ。
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表 6　卸売業，小売業の業種別・年代別・男女別派遣従業員数（2016 年）
… （単位：社，人）　
業　種 企業数
20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代
男性計 女性計 合　計
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
総合卸売 3… 2… 0… 3… 1… 3… 2… 2… 1… 10… 4… 14…
繊維・衣服卸売 7… 5… 1… 7… 3… 7… 4… 4… 2… 23… 10… 33…
食料品卸売 4… 3… 1… 4… 2… 4… 3… 2… 1… 13… 7… 20…
化学卸売 9… 6… 1… 9… 3… 9… 6… 5… 3… 29… 13… 42…
医薬品卸売 5… 3… 1… 5… 2… 5… 3… 3… 1… 16… 7… 23…
鉄鋼・金属卸売 2… 1… 0… 2… 1… 2… 1… 1… 1… 6… 3… 9…
機械卸売 25… 16… 5… 27… 10… 24… 15… 12… 7… 79… 37… 116…
電気機器卸売 40… 26… 7… 42… 15… 38… 26… 20… 11… 126… 59… 185…
輸送機器卸売 11… 7… 2… 11… 4… 11… 7… 6… 3… 35… 16… 51…
精密機器卸売 15… 10… 2… 15… 6… 14… 10… 8… 4… 47… 22… 69…
他卸売 14… 9… 2… 14… 5… 13… 9… 7… 4… 43… 20… 63…
専門店 3… 2… 0… 3… 1… 3… 2… 2… 1… 10… 4… 14…
合　計 138… 90… 22… 142… 53… 133… 88… 72… 39… 437… 202… 639 
　出所）　表 4 と同じ。
表 7　各産業の業種別・年代別・男女別派遣従業員数（2016 年）
… （単位：社，人）　
産　業　 業　種 企業数
20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代
男性計 女性計 合計
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
鉱業，採石業 2… 1 0 2 1 2 1 1 1 6 3 9
建設業 3… 2 0 3 1 3 2 2 1 10 4 14
情報通信業
通信・放送 1… 1 0 1 0 1 1 1 0 4 1 5
情報・システム・ソフト 6… 3 1 6 3 6 3 3 2 18 9 27
運輸業，郵便業
貨物輸送 4… 2 1 4 2 4 1 2 1 12 5 17
海運 1… 1 0 1 0 1 1 0 1 3 2 5
倉庫・物流関連 1… 0 0 1 1 1 1 1 0 3 2 5
航空 1… 1 0 1 0 1 1 1 0 4 1 5
金融業，保険業
貸金・信販・カード 1… 1 0 1 0 1 0 1 0 4 0 4
投資業等 1… 1 0 1 1 1 1 0 0 3 2 5
損害保険 2… 1 0 2 1 2 1 1 1 6 3 9
銀行 3… 1 1 3 1 3 2 2 1 9 5 14
不動産業，物品賃貸業 2… 1 0 2 1 2 1 1 1 6 3 9
学術研究，専門・技術
サービス業
コンサルタント業 2… 1 0 2 1 2 1 1 1 6 3 9
統括会社 1… 1 0 1 0 1 1 1 0 4 1 5
生活関連サービス業 旅行業 5… 3 1 5 2 5 3 3 1 16 7 23
サービス業（他に分類
されないもの）
8… 5 1 8 3 8 5 4 2 25 11 36
合　計 44… 26 5 44 18 44 26 25 13 139 62 201
　出所）　表 4 と同じ。
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Ⅲ　イタリアの日系企業の公的年金保険料負担額の推計
1．業種別・年代別・男女別の賃金の推計
業種別・年代別・男女別の賃金のデータ集としては『賃金センサス』がある。『賃金セ
ンサス』には，日本標準産業分類における産業中分類に従い，年齢別（5 歳刻み），男女
別，企業規模別，学歴別等に分けた詳細な賃金データおよび関連データが掲載されてい
る。われわれは，こうしたデータを利用して，業種別・年代別・男女別の賃金を推計した
が，その際，計算の段階で次のような処理を行った。
①　われわれの用いた派遣従業員の年代別区分は，10 歳刻み（20 歳代～ 50 歳代）であ
る。一方，『賃金センサス』における労働者の年代区分は 5 歳刻みである。した
がって，5 歳刻みの賃金を 10 歳刻みの賃金に換算する必要がある。そこで，5 歳刻
みの 2 つの賃金をそれぞれの労働者数で加重平均を取り，その値を 10 歳刻みの賃
金の代表値とした。
②　従業員の賃金は『賃金センサス』における「きまって支給する現金給与額」と「年
間賞与その他特別支給額」の合計額とした。
③　『賃金センサス』には学歴別に賃金が記載されているが，外務省の「海外在留邦人
数調査統計」には派遣従業員の学歴別データがない。そこで，便宜上，男女ともに
『賃金センサス』における「学歴計」の賃金データを使用した。
④　『賃金センサス』では，企業規模が 3 種類に分けられている（従業員 1,000 人以上，
100 ～ 999 人，10 ～ 99 人）。イタリアに進出している企業の規模はまちまちであ
る。そこで，『週刊東洋経済　臨時増刊　海外進出企業総覧　2017（国別編）』を利
用して業種ごとに日系企業の企業規模を調べ，その業種において相対的に数の多い
企業規模を代表させ，その企業規模の賃金を計算のベースとした。
⑤　『賃金センサス』には賃金の記載がない業種がある。その場合には，同一産業内の
他の業種で賃金の記載があるものを利用することでデータの欠落をカバーした。
上記の処理方針の下で賃金を推計したものが表 8 である。
2．イタリアの公的年金制度の概要4）
イタリアの公的年金制度は，日本のような国民皆年金ではない。被用者と自営業者の大
部分は強制加入であるが，主婦（主夫）は任意加入，無職の者は非加入である。年金制度
は 2 階建ての構造になってはいるが，公的年金部分は 1 階部分のみで，2 階部分は民間の
4）　本項の説明は，渡邊（2016），『年金と経済』第 35 巻第 1 号（2016）に負うところが大きい。
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表 8　業種別・年代別・男女別賃金（2016 年）
… （単位：千円）　
産……業 業　種
20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代
企業規模
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
鉱業，採石業 4,223… 3,245… 5,804… 4,456… 6,984… 4,335… 7,885… 4,573… B
建設業 5,701… 4,061… 8,458… 5,621… 10,021… 5,717… 10,822… 6,288… A
製造業
食料品 3,817… 3,273… 5,198… 3,469… 6,185… 3,378… 5,578… 2,951… A
繊維・衣服 4,087… 3,063… 5,623… 3,873… 7,077… 4,436… 8,305… 4,420… B
化学 4,687… 5,397… 6,760… 5,733… 8,778… 7,772… 10,678… 7,649… A
ゴム製品 3,922… 6,313… 7,475… 8,851… A
ガラス・土石 3,600… 2,860… 4,827… 3,265… 5,419… 3,527… 5,702… 3,603… B
金属製品 4,498… 3,598… 5,754… 4,376… 7,436… 4,900… 8,064… 4,760… A
機械 4,574… 3,827… 6,547… 4,465… 8,541… 5,275… 9,575… 5,529… A
電気機器 4,590… 3,883… 6,296… 4,338… 8,253… 4,657… 9,335… 5,400… A
輸送機器 4,597… 4,073… 6,391… 4,858… 8,341… 5,769… 9,185… 6,155… A
精密機器 4,353… 3,608… 6,173… 3,899… 7,670… 4,850… 9,062… 5,368… A
他製造業 4,538… 4,100… 6,491… 4,544… 8,477… 5,821… 9,196… 5,451… A
情報通信業
通信・放送
情報 ･ システム ･ ソフト
5,001… 4,756… 7,614… 5,825… 9,975… 7,291… 11,737… 8,189… A
運輸業，郵便業
貨物輸送
海運
倉庫・物流関連
航空
3,914… 2,892… 4,676… 2,943… 5,024… 3,169… 5,088… 3,340… A
卸売業，小売業
総合卸売 4,658… 3,860… 6,821… 4,725… 8,874… 5,517… 10,057… 6,171… A
繊維・衣服卸売 3,928… 3,302… 5,351… 3,773… 6,445… 4,060… 7,291… 3,902… B
食料品卸売 3,671… 3,153… 4,862… 3,769… 5,798… 3,659… 5,974… 3,327… B
化学卸売
ガラス・土石卸売 4,403… 3,588… 6,879… 4,431… 8,578… 5,195… 9,563… 5,899… A
鉄鋼・金属卸売
機械卸売
電気機器卸売
4,726… 3,899… 6,459… 4,764… 8,800… 5,697… 10,438… 7,111… A
輸送機器卸売
精密機器卸売
他卸売
4,552… 4,111… 7,026… 4,989… 9,176… 5,680… 10,011… 6,195… A
医薬品卸売
専門店 3,403… 3,013… 4,755… 3,388… 5,869… 3,489… 6,362… 3,211… A
金融業，保険業
銀行
貸金・信販・カード 4,525… 3,780… 8,192… 5,173… 10,616… 5,757… 10,016… 5,331… A
投資業等
損害保険 5,660… 3,470… 8,793… 4,037… 11,574… 4,264… 10,085… 4,683… A
不動産業，物品賃貸業 4,154… 3,532… 6,468… 4,451… 8,137… 5,183… 7,159… 4,535… A
学術研究，専門・技術
サービス業
コンサルタント業
統括会社
広告業
5,141… 4,667… 7,187… 6,121… 9,098… 5,724… 8,615… 6,501… A
生活関連サービス業，
娯楽業
3,579… 3,159… 5,165… 4,023… 6,447… 4,297… 6,475… 4,729… A
サービス業（他に分類
されないもの）
3,747… 2,831… 4,726… 3,326… 5,384… 3,404… 4,609… 3,040… A
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年金制度（補足的保障制度と呼ばれる）である。補足的保障制度は，1990 年代に行われ
た公的年金制度改革の中で，公的年金制度を補完する目的で 1992 年に創設された。公的
年金制度の財政方式は賦課方式であるが，補足的保障制度は積立方式である。
被用者の保険料率は 33％であるが，そのうち使用者負担が 23.81％，本人負担が 9.19％
となっている（2016 年）。自営業者の保険料率は，業種，年齢，就業状態に応じて異なっ
ている。22 歳以上の職人の保険料率は 23.10％，同じく 22 歳以上の商人の保険料率は
23.19％である。一方，21 歳以下の者の保険料率は，職人が 20.10％，商人が 20.19％と，
3 ポイント軽減される。その他，法的には自営業者ではあるが，経済的従属性の点で被用
者と同一とみなされる者は「準従属労働者」と呼ばれ，準従属労働者に適用される保険料
率は 31.72％となっている。自営業者の保険料は本人が全額負担するが，準従属労働者の
保険料は，その 3 分の 2 を注文主が負担し，本人負担は 3 分の 1 でよい。
年金給付額は納付した保険料に連動させる「拠出方式」をとっている（1996 年以降）。
1995 年以前は，年金給付額を報酬に関連させて算出する「報酬方式」をとっていた。た
だし，年金保険料は報酬に比例して徴収されるので，拠出方式は間接的な「報酬方式」と
呼ぶこともできる。
報酬方式による年金給付額の算定式は以下の通りである。
年金給付額 =…現役時代の年収額の平均×保険料納付年数（最高 40 年）×支給率（原則
2％）
一方，拠出方式による年金給付額の算定式は以下の通りである。
　注）　1．企業規模の分類は次の通り。A：従業員 1,000 人以上。B：従業員 100 ～ 999 人。
　　　 2．建設業の賃金は「総合工事業」の賃金。
　　　 3．「化学」には「医薬品」を含む。
　　　 4．「ゴム製品」の賃金は，住友理工と住友ゴム工業の 25 歳，35 歳，45 歳，55 歳の平均年収の単純平均。
　　　 5．情報通信業の賃金は「映像・音声・文字情報制作業」の賃金。
　　　 6．運輸業，郵便業の賃金は「道路貨物運送業」の賃金。ただし，ここだけ，従業員 1000 人以上の企業の賃金と従業員 100
～ 999 人の企業の賃金の平均値を取っている。
　　　 7．化学卸売，ガラス・土石卸売，鉄鋼・金属卸売の賃金は「建築材料，鉱物・金属材料等卸売業」の賃金。
　　　 8．機械卸売，電気機器卸売，輸送機器卸売，精密機器卸売の賃金は「機械器具卸売業」の賃金。
　　　 9．他卸売，医薬品卸売の賃金は「その他の卸売業」の賃金。
　　　10．銀行，貸金・信販・カード，投資業等の賃金は「銀行業」の賃金。
　　　11．損害保険の賃金は「保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）」の賃金。
　　　12．不動産業，物品賃貸業の賃金は「不動産賃貸業・管理業」の賃金。
　　　13．学術研究，専門・技術サービス業の賃金は「専門サービス業（他に分類されないもの）」の賃金。
　　　14．生活関連サービス業，娯楽業の賃金は「旅行業」の賃金。
　　　15．サービス業（他に分類されないもの）の賃金は「その他の事業サービス業」の賃金。
出所）　『賃金センサス（平成 28 年賃金構造基本統計調査）』第 2 巻，『週刊東洋経済　臨時増刊　海外進出企業総覧　2017（国別
編）』，『週刊東洋経済　臨時増刊　海外進出企業総覧　2017（会社別編）』。
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年金給付額＝拠出総額×転換指数
拠出総額は毎年の年収に保険料率（被用者の場合 33％）を乗じたものを全就労期間に
ついて合算した額である。「転換指数」とは，収めた保険料の何倍の給付を受けられるか
を示す数値であり，年金の受給開始時の受給者の年齢に応じて異なり，受給開始年齢が高
いほど転換指数の値が大きくなるような仕組みになっている。ちなみに，2016 年以降で，
57 歳から受給する者の転換指数が 4.246 であるのに対し，70 歳から受給する者の転換指
数は 6.378 となっている。
年金の支給開始年齢は 2018 年から 66 歳に引き上げられている。なお，公的年金の受給
資格要件は，支給開始年齢に達していることのほかに，年金受給開始時において従属労働
を解消していること，20 年以上保険料を納付していることである。
また，一定の要件を満たせば，繰上年金を受給することができる。すなわち 2016 ～
2018 年の期間，原則として男性は 42 年 10 か月，女性は 41 年 10 か月以上保険料納付期
間があれば，年齢を問わず繰上年金を受給できる。さらに女性には，35 年の保険料納付
期間があれば，57 ～ 58 歳で繰上年金を受給できるという優遇措置が設けられている。こ
のような特別措置のために，年金の繰上支給を受ける者が増加して問題化し，制度改正の
必要性が叫ばれている。
3．公的年金保険料負担額の推計
以上で準備が整った。ここでは，イタリアにおける日系企業の公的年金保険料負担額を
推計しよう。
イタリアにおける日系企業の派遣従業員と企業が支払ったと思われる公的年金保険料
は，上記表 5 ～ 7 にまとめた産業ごとあるいは業種ごとの派遣従業員数と，表 8 にまとめ
た産業ごとあるいは業種ごとの賃金額を突き合わせることによって推計できる。
推計にあたって，次の仮定を置く。
仮定 4：…派遣従業員の形態は，全員国内法人に籍を置いたまま海外に出向する在籍出向
である。
仮定 5：…派遣従業員の賃金は，派遣先の企業や事業所が支払い，かつ国内で働いていた
場合と同じ金額が支払われる5）。
5）　海外の支店，駐在員事務所，出張所等への出向の場合，従業員への賃金の支払いは国内法人
が行うケースが多いと思われるが，現地の事業所の負担割合が不明なので，ここでは現地法人
の場合と同様に，100％現地事業所の負担とみなすこととした。
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表 9　イタリアの日系企業の公的年金保険料負担額（2016 年）
… （単位：千円，％）　
産……業 業　種
派遣従業員の年齢・性別
合計 割合20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
鉱業，採石業 1,394… 0… 3,831… 1,470… 4,609… 1,431… 2,602… 1,509… 16,846… 0.6…
建設業 5,644… 2,680… 0… 5,565… 3,307… 5,660… 7,142… 4,150… 34,149… 1.2…
製造業
食料品 1,260… 0… 1,715… 0… 2,041… 1,115… 1,841… 0… 7,972…
34.0
繊維・衣服 4,046… 1,011… 9,278… 2,556… 11,677… 4,391… 8,222… 1,458… 42,640…
化学 10,827… 3,562… 26,768… 9,459… 34,759… 17,952… 21,143… 10,097… 134,566…
ゴム製品 1,294… 0… 2,083… 0… 2,467… 0… 2,921… 0… 8,765…
ガラス・土石 3,564… 944… 7,965… 2,155… 8,942… 3,492… 5,645… 1,189… 33,896…
金属製品 1,484… 0… 1,899… 0… 2,454… 1,617… 2,661… 0… 10,115…
機械 24,148… 5,051… 60,494… 14,733… 67,642… 29,592… 41,076… 14,598… 257,334…
電気機器 13,632… 2,563… 29,086… 7,158… 38,127… 13,830… 21,564… 7,128… 133,089…
輸送機器 16,688… 4,032… 37,961… 11,222… 44,038… 20,942… 24,247… 10,156… 169,286…
精密機器 7,183… 1,191… 14,259… 3,860… 17,718… 6,402… 11,961… 3,543… 66,117…
他製造業 7,487… 1,353… 14,995… 4,498… 19,583… 7,684… 12,139… 3,598… 71,338…
情報通信業
通信・放送 1,650… 0… 2,513… 0… 3,292… 2,406… 3,873… 0… 13,734…
3.1情報 ･ システム ･ ソ
フト
4,951… 1,569… 15,075… 5,767… 19,750… 7,218… 11,620… 5,405… 71,354…
運輸業，郵便業
貨物輸送 1,291… 0… 1,543… 0… 1,658… 0… 1,679… 0… 6,171…
0.9
海運 0… 0… 1,543… 971… 1,658… 0… 0… 1,102… 5,274…
倉庫・物流関連 0… 0… 1,543… 971… 1,658… 1,046… 0… 1,102… 6,320…
航空 0… 954… 1,543… 971… 1,658… 1,046… 1,679… 0… 7,851…
卸売業，小売業
総合卸売 3,074… 0… 6,753… 1,559… 8,785… 3,641… 6,637… 2,036… 32,487…
50.9
繊維・衣服卸売 6,482… 1,089… 12,361… 3,736… 14,889… 5,359… 9,624… 2,575… 56,116…
食料品卸売 3,635… 1,040… 6,418… 2,488… 7,654… 3,623… 3,943… 1,098… 29,898…
化学卸売 8,718… 1,184… 20,430… 4,387… 25,477… 10,287… 15,779… 3,894… 90,155…
鉄鋼・金属卸売 1,453… 0… 4,540… 1,462… 5,661… 1,715… 3,156… 1,947… 19,934…
機械卸売 26,514… 6,434… 57,552… 15,722… 69,694… 30,083… 41,334… 16,425… 263,758…
電気機器卸売 40,551… 9,007… 89,525… 23,583… 110,349… 47,004… 68,890… 25,811… 414,720…
輸送機器卸売 10,918… 2,574… 23,447… 6,289… 31,943… 13,161… 20,667… 7,039… 116,038…
精密機器卸売 15,597… 2,574… 31,973… 9,433… 40,655… 18,802… 27,556… 9,386… 155,975…
他卸売 13,521… 2,713… 32,461… 8,232… 39,366… 16,870… 23,126… 8,177… 144,465…
医薬品卸売 4,507… 1,357… 11,593… 3,293… 15,141… 5,623… 9,911… 2,044… 53,469…
専門店 2,246… 0… 4,708… 1,118… 5,810… 2,303… 4,199… 1,060… 21,444…
金融業，保険業
銀行 1,493… 0… 2,703… 0… 3,503… 0… 3,305… 0… 11,005…
2.9
貸金・信販・カード 1,493… 0… 2,703… 1,707… 3,503… 1,900… 0… 0… 11,307…
投資業等 1,493… 0… 5,407… 1,707… 7,007… 1,900… 3,305… 1,759… 22,578…
損害保険 1,868… 1,145… 8,705… 1,332… 11,458… 2,814… 6,656… 1,545… 35,524…
不動産業，物品賃
貸業
1,371… 0… 4,269… 1,469… 5,371… 1,710… 2,363… 1,497… 18,049… 0.7
学術研究，専門・
技術サービス業
コンサルタント業 1,697… 0… 2,372… 0… 3,002… 1,889… 2,843… 0… 11,802…
2.4
統括会社 5,090… 1,540… 11,858… 4,040… 15,012… 5,667… 8,528… 2,145… 53,881…
生活関連サービス
業，娯楽業
3,543… 1,043… 8,522… 2,655… 10,637… 4,254… 6,410… 1,560… 38,626… 1.4
サービス業
（他に分類されな
いもの）
6,182… 934… 12,477… 3,293… 14,214… 5,617… 6,084… 2,006… 50,808… 1.8
合………計 267,989… 57,544… 594,871… 168,861… 736,170… 310,046… 456,332… 157,041… 2,748,855  100.0…
割　合 9.7… 2.1… 21.6… 6.1… 26.8… 11.3… 16.6… 5.7… 100.0…
　出所）　筆者作成。
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たとえば，食料品会社の 20 歳代男性の場合，平均賃金は 381.7 万円であるが，この金
額は日本国内でもイタリアでも同額の支給を受けると仮定するのである。この男性の年金
保険料は平均賃金 381.7 万円に 33％の保険料率を掛けて，約 126 万円と計算される6）。年
金保険料率 33％のうち，本人負担分が 9.19％，企業負担分が 23.81％だが，企業が支払う
23.81％分も従業員の海外派遣に伴う負担とみなして計算に含める。このような計算を，
全産業，全業種の 20 歳代～ 50 歳代の全男女について行い，それらを集計すると，イタリ
アにおける日系企業の派遣従業員に係る年金保険料負担の総額が推計される。
その結果が表 9 に示されている。2016 年においてイタリアの日系企業の派遣従業員と
企業が支払った年金保険料の合計は約 27.5 億円と推計された。言い換えれば，イタリア
に進出している日系企業は，日本で支払っている年金保険料の他に，約 27.5 億円の年金
保険料を負担していると言えるのである。
お わ り に
2016 年において，イタリアに派遣されている日系企業の従業員は 1,285 人であった（民
間企業関係者の「本人」1,268 人と報道関係者の「本人」17 人の合計）（表 1 参照）。彼ら
はイタリアの公的年金保険料としてどのくらいの金額を支払っていただろうか。その金額
を推計することが本稿の（唯一の）目的であった。われわれはいくつかの仮定を置きなが
ら，推計のための準備作業を行ってきたが，ここで改めて，どのようなプロセスを経て結
論に至ったかを振り返っておこう。
①　イタリアの日系企業数，産業ごとの企業数のデータが明らかにされている（表 3 参
照）。しかし，同一産業に属する業種（中分類の産業）ごとの企業数は不明である。
②　そこで，産業ごとの派遣従業員の分布は産業ごとの企業数の分布と同型だと仮定す
ると，産業ごとの派遣従業員数が計算できる。
③　イタリアの在留邦人の年代別人数は男女別に公表されている。この中から民間企業
関係者（報道関係者を含む）の「本人」の人数を男女別に把握する。
④　20 歳代未満と 60 歳代以上のグループには，民間企業関係者（報道関係者を含む）
6）　以下の計算過程では，為替レートは一切関係ないことに注意しよう。イタリアでは，賃金も
年金保険料も当然ユーロで支払われるが，円表示で同一の金額がユーロ高（円安）のときには
ユーロ表示の金額が低下し，ユーロ安（円高）のときにはユーロ表示の金額が上昇するだけの
ことである。
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の「本人」はいないと仮定し，年代を 20 歳代～ 50 歳代に絞った。
⑤　20 歳代～ 50 歳代の人数分布（男性，女性とも）が，民間企業関係者（報道関係者
を含む）の「本人」の人数分布（男性，女性とも）と同型だと仮定して，産業ごと
の年代別，男女別の派遣従業員数が求めた（表 4 参照）。
⑥　次に，同一産業内の業種（中分類の産業）ごとの企業数および派遣従業員数を求め
るために『週刊東洋経済　臨時増刊　海外進出企業総覧　2017』（国別編）（会社別
編）に記載されているデータを利用して計算した。すなわち，同書に記載されてい
るイタリアの日系企業 278 社の業種別企業分布を調べ，その分布を派遣従業員の分
布と同型だと仮定して利用し，業種別派遣従業員数を計算した。
⑦　一方，派遣従業員の賃金は，『賃金センサス』のデータを用いた。『賃金センサス』
には業種別，企業規模別，学歴別，年代別（5 歳刻み），男女別の賃金データが載っ
ているので，5 歳刻みの年代別賃金を 10 歳刻みの年代別賃金に変換し，かつ，企
業規模については，同一業種に属する複数の企業の規模を実際に調べ，該当する企
業規模の賃金額を計算に使用した。
⑧　こうして得られた産業ごと，業種ごとの賃金額に派遣従業員数を掛け，それに年金
保険料率を掛けて年金保険料負担額を計算した。業種ごとに得られた年金保険料を
合計して，イタリアにおける日系企業の年金保険料負担額を求めた。
以上から明らかなように，われわれの推計作業には，随所に簡単化のための仮定（仮定
1 ～ 5）を置いている。その意味で，推計結果は相当荒っぽいものと言わざるを得ない。
しかし，イタリアにおける日系企業の年金保険料負担金額を推計できたことの意義は大き
いと思われる。
海外進出企業（および派遣従業員）にとって，日本と進出先国の社会保障制度間で何も
調整措置がなければ，2 つの国の社会保障制度に加入しなければならず，年金保険料の二
重負担の問題が生じる。加えて，将来，派遣先国の年金を受けとるためには，一定の年数
その国の年金制度に加入しなければならないため，派遣期間中の年金保険料が「掛け捨
て」になってしまうという問題も生じる。こうした問題に対処するために自国と相手国の
間で締結されるのが社会保障協定（social…security…agreement）である。社会保障協定が
締結されると，海外進出企業の派遣従業員は年金制度の二重加入が回避され，派遣先国の
年金保険料の支払は免除される。また，日本での年金加入期間を，協定相手国（派遣先
国）の年金制度にも加入していたとみなして，派遣先国の年金が受給できるようにするこ
とも可能となる（年金加入期間の通算）。
日本は現在（2018 年 3 月現在），世界 20 か国と社会保障協定に署名している。そのう
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ちすでに協定が発効している国は 17 か国で，署名は済んでいるがまだ発効していない国
が 3 か国ある7）。実は，イタリアはその 3 か国のうちの 1 つだ8）。
したがって，今回推計したイタリアにおける日系企業の年金保険料負担額は，もし日伊
社会保障協定が発効すれば，支払わなくてもよくなる金額ということになる。
年金保険料負担額の約 27.5 億円という推計額をどう評価するかはむずかしい。実は，
2005 年に，日本経済団体連合会と日本在外企業協会と日本貿易会の 3 団体が，現地の日
本人商工会議所等の協力の下，ASEAN，EU，中南米の 24 か国を対象に，社会保険料に
関するアンケート調査を行ったことがある。そして 13 か国で社会保険料の二重負担が発
生していることを突き止め，その金額の試算結果を公表している（「諸外国における社会
保険料の二重払い規模試算（アンケートより）」）。そして特に二重負担額が大きい国とし
て，イタリア（45.0 億円），チェコ（29.0 億円），ブラジル（21.4 億円），スペイン（12.9
億円），ハンガリー（3.0 億円）等が挙げられている9）。
このときのアンケート調査の詳細は明らかにされていないが，イタリアについて見る
と，当時の民間企業関係者（本人）は 1,069 人であった。また，当時の社会保険料率は約
41％（本人が約 9％，会社が約 32％）であった。社会保険料には，年金保険だけではな
く，医療保険，雇用保険，労災保険の保険料も含まれている。したがって，われわれが今
回推計した 27.5 億円を，このアンケート調査結果の 45 億円と単純に比較することはでき
ない。
筆者は同様の手法で，引き続き他の国（社会保障協定の締結国も非締結国も）について
も年金保険料負担軽減額（社会保障協定締結国）または年金保険料負担額（社会保障協定
非締結国）を計測したいと思っている10）。
イタリアにおける日系企業の年金保険料負担額の評価は，他の国の推計結果を出した後
に改めて行いたい。
7）　2018 年 3 月現在，日本との社会保障協定が発効している国は，以下の 17 か国である。ドイ
ツ，イギリス，韓国，アメリカ，ベルギー，フランス，カナダ，オーストラリア，オランダ，
チェコ，スペイン，アイルランド，ブラジル，スイス，ハンガリー，インド，ルクセンブルク。
署名済未発効の国はイタリア，フィリピン，スロバキアの 3 か国である。なお，2018 年 1 月 28
日，日本と中国は，「日中社会保障協定」の締結に向けて実質合意した。
8）　イタリアとの社会保障協定の内容は，年金保険料の「二重負担の防止」のみであって，「年金
加入期間の通算」は含まれていない。
9）　これらについては，御船（2010）が詳しく紹介している。
10）　御船（2018）では，本稿と同じ手法を用いて，社会保障協定の締結により公的年金保険料負
担がどの程度軽減できたかについて，ドイツの日系企業を取り上げて分析している。
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付記　本稿は，科学研究費（「社会保障協定が日本の海外進出企業に及ぼす影響に関する実証研究」
（課題番号 26380375））による研究成果の一部である。
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